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平成２６年改正法の施行までの経緯 
 
１ 背景 

○ 日本企業では，十分なコーポレート・ガバナンスが行われておらず，このことが，外国企業と比較

して日本企業の収益力が低く，株価も低迷している原因の一つになっているという内外の投資家の

不信感があるといわれていた。 

 

○ そこで，会社法におけるコーポレート・ガバナンスについては，経営者から独立した社外取締役に

は，業務執行全般の評価に基づき，取締役会の決議における議決権を行使すること等を通じて経営

者を適切に監督すること等を期待することができることから，取締役会の監督機能を強化すること

を目的として，社外取締役をより積極的に活用すべきであるとの指摘がされていた。 

 

２ 平成２６年改正法の成立と施行 

○ 平成２６年６月２０日に，第１８６回国会において，「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年

法律第９０号。以下「改正法」という。）が成立し，同月２７日に公布された。 

 

○ 平成２７年１月２３日に，「会社法の一部を改正する法律の施行日を定める政令」（平成２７年政令

第１６号）が公布され，改正法の施行日が同年５月１日と定められ，改正法は同日から施行された。 
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平成２６年改正法の概要 
 

○ 改正法は，コーポレート・ガバナンスの強化等を目的とするものである。 

 

○ 社外取締役の機能を活用し，コーポレート・ガバナンスの強化を図るための主な改正

点としては， 

 

（１） 新たな機関設計である監査等委員会設置会社の創設 

（２） 社外取締役の在り方に関する規律の見直し 

  ① 社外取締役等の要件の厳格化 

  ② 社外取締役を選任しない場合の社外取締役を置くことが相当でない理由の株主総

会における説明義務等の新設 

 

 が挙げられる。 

 

○ 改正法により，日本企業に対する内外の投資家からの信頼が高まり，日本企業に対す

る投資が促進され，ひいては，日本経済の成長に寄与することが期待される。
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（１） 監査等委員会設置会社制度の創設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 取締役会が業務執行者を監督する機能を強化するため，社外

取締役が委員の過半数を占める監査等委員会が，監査を担うと

ともに，株主総会における，業務執行者を含む取締役の人事に

関する意見陳述権を有する，監査等委員会設置会社制度を創設 

○ 監査等委員会設置会社では，以下のとおり，左記の監査役制

度に関する問題点を解消 

① 監査等委員会は，株主総会における，取締役の人事（指名及

び報酬）に関する意見陳述権を背景に，取締役会における取締役

候補者の指名，業務執行者の選定及び取締役の報酬に関する決

定に関与 

② 監査等委員は取締役３名以上で，その過半数は社外取締役でな
ければならないため，社外取締役が最低２名必要 

 
 
○ 改正前，上場会社のほとんどが監査役会設置会社であった。 

 

 

 

○ しかし，監査役制度については，以下の問題点が指摘されて

いた。 

① 監査役は，取締役会における議決権を有しておらず，業務執

行者の選解任等の人事に関与することができないため，業務執

行者に対する監督が十分でない。 

② 監査役会設置会社は，２名以上の社外監査役を置く必要が

あり，これに加えて，社外取締役を選任することには重複感・

負担感がある。 

改正前の問題点 改正の概要 

取締役会 
（業務執行を決定） 

監査等委員会 監 査 
監 督 

業務執行者 
（代表取締役） 

監 督 取締役会 
（業務執行を決定） 

監 査 

監 督 

業務執行者 
（代表取締役） 

監査役会 

 

 

○ 監査等委員会設置会社への移行手続を経ている上場会社は６８８社（全上場会社の約１９％）（平成２８年９月１日時点）。移行方針を表明して

いる会社は７００社を超えている。 

○ 移行後初めての平成２８年の定時株主総会において，取締役の人事についての監査等委員会の意見が表明されている会社は多くなかったことか

ら，取締役の人事に関する意見陳述権を適切に行使する運用実務が期待されるという指摘もある。 

施行後の状況 
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（２） 社外取締役の在り方に関する規律の見直し 
① 社外取締役等の要件の厳格化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 社外取締役の要件を厳格化し，左記①の者に加え，以下

の者についても，株式会社の社外取締役となることができ

ないものとした。 
・ 株式会社の親会社の業務執行者等 
・ 株式会社の兄弟会社の業務執行者等 
・ 株式会社の業務執行者等の近親者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注１） ×は，Ａ社の社外取締役となることができない者を示す。 
（注２） 社外監査役の要件についても，同様に厳格化。 

 
 
○ 改正前の規律 
① 株式会社又は子会社の業務執行者等は，当該株式会社

の社外取締役となることができない。 
② 株式会社の業務執行者等の近親者や，株式会社の親会

社の業務執行者等は，当該株式会社の社外取締役となる

ことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） ○×は，Ａ社の社外取締役となることの可否を示す。  

 

  
○ 株式会社の業務執行者等の近親者や親会社の業務執行者

等には，株式会社の業務執行者等に対する実効的な監督を

期待できないとの指摘 

改正前の問題点 改正の概要 

親会社 

業務執行者等：○ 

株式会社（Ａ社） 

業務執行者等：× 
業務執行者等の近親者：○ 

 
子会社 

業務執行者等：× 
 

兄弟会社 
業務執行者等：○ 

 

親会社 

業務執行者等：× 

株式会社（Ａ社） 

業務執行者等：× 
業務執行者等の近親者：× 

 
子会社 

業務執行者等：× 
 

兄弟会社 
業務執行者等：× 
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② 社外取締役を置くことが相当でない理由の説明義務等の新設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 社外取締役がコーポレート･ガバナンスにおいて重要な役割を

果たし得ることに鑑み，社外取締役の選任義務付けをしない代わ

りに（注１），社外取締役の導入を促進するため，社外取締役を

置いていない株式会社のうち一定の要件を満たすもの（注２）は，

社外取締役を置くことが相当でない理由を，定時株主総会におい

て株主に説明すること等とした。 
（注１）法制審議会会社法制部会において，社外取締役の選任義務

付けについては，積極・消極双方の立場の意見が激しく対立し，

コンセンサスが得られなかった。 
（注２）「株式会社のうち一定の要件を満たすもの」とは，監査役会

設置会社（公開会社であり，かつ，大会社であるものに限る。）

のうち，その発行する株式について有価証券報告書を提出しな

ければならない株式会社をいう。 
 

 
 
○ 改正前，上場会社のほとんどが採用する監査役会設置会

社においては，社外取締役を置くかどうかは，各社の任意

の選択に委ねられていた（社外取締役を選任している会社

は，東証一部上場会社の７４．３％であった（平成２６年

７月時点））。 
 

 
○ このような監査役会設置会社において，取締役会の業務

執行者に対する監督機能の充実という観点から，業務執行

者から独立した立場にある社外取締役の監督機能を活用す

べきであるとの指摘 

改正前の問題点 改正の概要 

 
 
○ 改正法を契機に，上場会社については，取締役である独立役員を１名以上確保する努力義務が東京証券取引所の上場規則に規定され（有

価証券上場規程第４４５条の４。平成２６年２月１０日から施行），また，コーポレートガバナンス・コードにおいて独立社外取締役の２

名以上の選任が求められている（原則４－８。平成２７年６月１日から適用）。 

○ 改正法の施行後，上記の企業法制ともあいまって，社外取締役を選任している会社が大幅に増加（東証一部上場会社では，９４．３％

（平成２７年７月時点），９８．８％（平成２８年７月時点））（本資料６頁以下参照） 

○ 「社外取締役を置くことが相当でない理由」とは，社外取締役を置くことがかえってその会社にマイナスの影響を及ぼすというような

事情をいう。平成２７年の定時株主総会後も社外取締役を引き続き置いていない上場会社における「社外取締役を置くことが相当でない

理由」の開示例は大きく以下の２つに分類できる。 

 ① 取締役会において，当該会社の事業内容等に精通した社内出身の取締役による意思決定が行われることが重要であるとするもの 

 ② 現時点では適任者が見つかっていないので，適任者でない者を社外取締役に選任してしまうとかえって悪影響が生じるというもの 

  ※なお，②の理由を挙げる上場会社は，早晩，社外取締役を選任することになると予想される。 

施行後の状況 
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